
 

 

「障がい者が地域で自分らしく安心して暮らせるまち」の実現に向けて 

早期発見・早期支援 

保護者の不安感 

通園・通学 
就労・社会参加 

居住や地域生活 

障がい者差別の解消の推進、障がい理解の促進、ユニバーサルデザインのまちづくり 

障がい者スポーツ、文化芸術活動、地域活動等への参加の推進 など 

障がいのある人もない人もともに交流し支え合う地域 

成年後見 

複合課題に取り組む包括的な支援 「地域力」による支援と共生の地域づくり 

新たな取組の導入 

 

本計画の基本理念は、「障がい者が地域で自分らしく安心して暮らせるまちをつくります」です。

障がい者が、住み慣れた地域で様々なサービスを自らの希望により活用し、自分の個性や強みを生かしな

がら社会活動や経済活動に参加し、安心して暮らせる包摂型の社会を目指して設定したものです。 

障がい者総合サポートセンター 

小学校・中学校・高等学校・特別支援学校 

民生委員・児童委員 自治会・町会 

NPO法人 

地域住民 

社会福祉法人 後見人 

事業者 地域力の担い手 

地域活動支援センター 

大田区では従来より「地域力」を

積極的に活用し、障がい者が暮ら

し続けられる地域づくりを進めて

きました。障がい者施策の推進に

あたっても、障がい者、家族、関係

団体に加えて、地域住民、地域の

様々な活動団体、自治会や町会、

社会福祉法人や区内の事業者等、

多様な主体と連携を図ることが重

要です。 

障がい者と要介護の親の世帯への支援や、ひき

こもりをはじめとした制度と制度のはざまにあ

る課題への対応など、ニーズが多様化・複雑化

しています。 

このような状況に対応するためには、支援を必

要とする障がい者にとどまらず、その世帯が抱

える地域生活課題を的確に把握し、既存の相談

支援機関の機能を最大限活用しつつ、包括的に

支援するための連携体制を構築することが重要

です。 
保育園・幼稚園、児童館 

病院・診療所・訪問看護ステーション・薬局 

相談支援事業所 障害福祉サービス事業所 

地域包括支援センター 社会福祉協議会 

多機関で連携した支援体制 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、我が国では「新しい生活様式」を日常生活に取り入れ実践していくことが求められています。地域共

生社会の考え方が広がりを見せることも予想され、区を取り巻く情勢を予測しながら新たな生活様式にも対応する、従来の枠組みにとらわれな

い柔軟な発想力と、状況分析力に基づく事業の再構築や開発を継続して行うことで、新たな取組の導入を積極的に推進していきます。 

相
談 

大田区 

大学教授、弁護士等の学識経験者、福祉、保健医療、教育、地域、雇用の各分野の関係団体等の代表者、公募区民で構成される「大田区障がい者施策推進会議」において、計画の進捗状況の評価及び検証

を実施します。それを踏まえ、計画の改善・見直しの検討を行います。 

また、計画の推進にあたって、様々な部局が連携し、分野横断的に取組を進めるとともに、事業者等と適切な役割分担を行い、地域のネットワーク機能を強化しながら、連携・協働して施策を推進していき

ます。 

連携・協働 

相談・つなぎ 

支
援 

支
援 

相
談 

放課後 

保健所 
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